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以 上 

 

本メルマガは山下税理士に日常業務の中から「間違いやすい・見落としがちな」税務のチェックポイントをＱ&Ａ形式で

ご寄稿頂いたものになります。ぜひご参考になさってください。 

 

『質問』 

土地の現物出資と外形標準課税における資本金等の額 

≪内容≫ 

土地（鑑定士評価2億円）を現物出資として、法人を新規設立する予定です。 

設立登記を担当する司法書士から、この現物出資により設立する会社の資本金を1千万円とす

ることが可能という説明を受けました。 

 この場合の税務上の処理はどうなりますか。また、法人事業税の外形標準課税における資本

金等の額との関係についても教えてください。 

『答』 

 設立時における法人税法上の資本金等の額は、会社登記に当たって定めた「資本金の額」及び「資

本金等の額（現物出資を受けた土地の時価から資本金の額を控除した金額）」から成ることとな

ります。 

また、法人事業税の外形標準課税における資本割の課税標準となる資本金等の額は、法人税法第

２条第１６号に規定する資本金等の額とされています。 

 

（解説） 

１ 法人税法は、法人が株主から出資を受けた金額を資本金等の額と定義しています   

（法法２十六）。 

現物出資があった場合には、株主から金銭以外の資産（土地）の給付を受けて（現物出資を

受けて）株式を発行することとなりますが、その場合に増加する資本金等の額は、法人税法施

行令第８条第１項第１号により現物出資を受けた土地の時価となります。 

  したがいまして、ご質問の場合、現物出資における土地の時価が2億円であり、会社登記に

当たって定めた資本金を1千万円としたときの法人の税務上の仕訳は、 

    土地 2億円／  資本金 1,000万円                          

            資本金等の額 1億9千万円 
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となります。                                                                       

なお、会計上は、現物出資に関する資本金及び資本準備金は、現物出資の目的物の実際の価格

（時価）以下で決定された金額であると考えられますので、ご質問の場合、「土地1,000万円／

資本金1,000万円」が是認されると思われますが、法人税法上ではこれが認められず、時価で

の受け入れが強制されますので、上記のような申告調整が必要となります。 

2 地方税における法人住民税均等割の税率適用基準とされる「資本金等の額」は、法人税法

２条１６号の規定による資本金等の額をいうこととされています（地方税法２３①四の五、２

９２①四の五）。 

  したがいまして、ご質問のケースにおいては、上記1のとおり、法人税法上の資本金等の額

は2億円（＝資本金1,000万円＋資本金等の額1億9,000万円）になりますので、法人住民税の均

等割の判定の基準となる「資本金等の額」は、2億円ということになります。 
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